男女平等産別統一闘争　町村会要請報告
　日時：2012年6月18日　13時00分～13時30分
　町村会：久保雅行政部長、直江史彦行政部副部長、関口舞子主事 
　自治労：青木真理子組織対策局長、担当田村
　はじめに青木組織対策局長から「６月は国の男女共同参画月間でもあるが、自治労も労働組合として男女平等参画社会を求める取り組みを展開しており、その一環として三団体、政府に要請行動をしている。例年の対応に感謝する」と挨拶し、各項目について説明した。
　
　これに対し町村会から「全国町村会は47都道府県町村会で構成する組織であり、政策等を国に対して要請している。様々な政策に対し役員で構成する委員会でそれぞれ対応しているところである。　
　国からの通知等について町村会から各町村に情報提供しているが、今日頂いた内容を町村に伝えたり、役員会に報告したりすることは大変難しいことであるという事をご理解いただきたい。ただ、ここに書かれていることはもっともな事ばかりで、書かれているということが進んでいないことの表れなんだと受け止めている。とりわけ11.で触れられているハラスメントに関しては、大変身近な問題としてとらえている。」との発言があった。以降の意見交換は以下の通り。
　自治労「各県段階においても同様の要請を町村会に対し展開しているところであり、ここに来たのは中央段階での要請行動のためだ。男女平等を担う部署が県や市にあるのに町村にはない、という部分もまだあり、統計をみると町村は県・市より遅れていることが明らか。町村役場で働く職員としてはプライドをもって日々働いているところ。人数も少ないため、一人でいろいろな仕事を持ち合わせて頑張っている。要求項目が一歩でも二歩でも前進することで、働きやすい職場になり仲間の励みになること、この行動自体で何かが動けばという思いだ。」
　町村会「1,000人程度の村などでは、住民がお互いに良く知っていて大家族のようなところがあり、「男性だから」「女性だから」とか、「男女の平等」とかにこだわらないような地域もある。いずれにしても、これから取り組んでいく必要があると思っている。」
　
　最後に自治労から、「貴重な時間を割いていただき感謝する。この課題に関わらず今後も意見交換をしていきたい。とりわけ地方交付税に関しては同じ思いを持っていると認識している。」
　
　とあいさつし、要請を終えた。
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